
久喜市総合振興計画の7つの大綱および新型コロナウイ
ルス感染症対策に係る事業を紹介します。

令和３年度
主な事業

と決算額

子どもから高齢者まで、
誰もが健康で安心して暮らせるまち

市民が参加し、
地域コミュニティ豊かなまち

心豊かな人材を育み、
郷土の歴史文化を大切にするまち

地域の産業が元気で、
多彩な企業が集積する豊かなまち

新型コロナウイルス感染症対策に係る事業

自然とふれあえる、環境に優しいまち

安全で調和のとれた住みよい快適なまち

行財政を見直し、改革を進めるまち

１

３

５

７

４

6

２

▶ コミュニティ助成事業　1,241万円
　コミュニティ活動およびコミュニティづくり推進
のため、集会施設の修繕や備品の整備等を支援
▶ 地域の魅力再発見・未来共創事業　334 万円
　市民の一体感の醸成と SDGsの普及啓
発のため、合併10周年記念表彰および
SDGsシンポジウムを開催

▶ 産後ケア事業　97 万円
　健やかな育児の支援を行うため、訪問
型支援の対象を産後４カ月未満から産後
１歳未満に拡大
▶ 成年後見推進事業　772 万円
　久喜市成年後見センターを設置し、成年後見制度の
内容と手続き、相談窓口を周知

▶ 駅前広場トイレ整備事業　3,194 万円
　東鷲宮駅東口駅前広場の利用者や市民
の利便性の向上を図るため、東鷲宮駅東
口駅前広場に新たに公衆トイレを整備
▶ 総合運動公園施設改修事業　２,122 万円
　利用者の利便性の向上を図るため、総合運動公園テ
ニスコートの人工芝および第２体育館のトイレを改修

▶ 鷲宮総合支所駐車場整備事業　2,003 万円
　鷲宮総合支所の利用者が安全かつ快適に利用でき
る環境を提供するため、駐車場を整備
▶ ふるさと納税寄附金推進事業　996 万円
　市の特産品等を返礼品として贈り、自
主財源を確保するとともに特産品等を
PR。返礼品取扱事業者の開拓を実施

▶ 子育て世帯への
  臨時特別給付金給付事業　　21億5,404 万円
　子育て世帯を支援するため、給付金を給付。国の制度
の対象とならない世帯に対しては市独自に給付金を給付
▶ 情報教育機器維持管理事業� 4億8,357 万円
　（繰越明許費分含む）
　ＩＣＴを活用した学習活動の充実のため、大型提示
装置や指導者用タブレットを整備　※感染症対策以外
の経費含む
▶ 新型コロナウイルス感染症自宅療養者等支援事業

1,947 万円
　自宅療養者が安心して療養生活を送れるよう、自宅
療養パック等を支給

▶ ポイ捨て等および路上喫煙防止対策事業 782 万円
　久喜駅・東鷲宮駅周辺に路上喫煙禁止区域の
路面標示設置、久喜駅東口の喫煙所移転工事
▶ �新エネルギー導入事業　1,066 万円
　地球温暖化対策として、再生可能エネルギー
機器や省エネ機器の導入に対し補助金を交付

▶ 学校給食センター整備事業　34億959万円
　（継続費逓次繰越分含む）
　安全安心なおいしい給食を将来にわたって安定
的に提供するため、新たな学校給食センターを整備
▶ �生涯学習施設等整備事業　9,118 万円
　鷲宮総合支所内に、本市の生涯学習の拠点となる生
涯学習施設「まなびすポッと」を整備

▶ 農業経営安定推進事業　351 万円
　農業の担い手育成や経営の安定を図るため、農業団
体等への助成および農業制度資金の利子補給を実施
▶ �ビジネスグランプリ事業　55 万円
　創業者の発掘および創業への意欲を醸成する
ため、本市をビジネス拠点とするビジネスプラ
ンを全国から募集し、コンテストを実施

▶ 住民税非課税世帯等に対する
  臨時特別給付金給付事業　　 10億1,772 万円
　生活・暮らしを支援するため、住民税非課税世帯等
に対して給付金を給付
▶ �がんばる事業者応援プレミアム付商品券発行事業

2 億 3,573 万円
　市内事業者への支援および地域経済の活性化を図る
ため、プレミアム付商品券を発行
▶ 外出自粛等影響事業者応援給付金給付事業

4,980 万円
　外出自粛等により影響を受けた市内事業者の負担軽
減を図るため、給付金を給付

 財政課財政係
（内線2427）

　都市計画税の使途状況や社会保障４経費等を含めた決算の詳細、主な財政指標については、市ホームページに掲載
しています。なお、各会計の決算書については、公文書館、市立図書館でも閲覧できます。

　歳入の総額は、前年度比14.5％の減（△102億8,462
万円）となりました。
　主な要因としては、国庫支出金が48.9％の減（△128
億5,197万円）となったことによるものです。さらに、
繰入金が51.2％の減（△10億6,462万円）、県支出金
が3.8％の減（△1億4,457万円）などとなりました。
　また、市税は、市民税の減（△1億5,160万円）など
により、前年度と比較して0.9％の減（△2億1,765万
円）となりました。

　歳出の総額は、前年度比15.1％の減（△103億5,513万
円）となりました。
　主な要因としては、総務費が特別定額給付費の皆減
（△153億8,436万円）などにより、前年度比75.2％の
減（△153億1,069万円）となったことによるものです。
　また、民生費は、社会福祉総務費の増（＋10億1,877
万円）や児童措置費の増（＋19億9,369万円）などに
より、前年度比14.1％の増（＋31億3,980万円）、教育費
は、学校給食費の増（＋20億3,576万円）などにより、前
年度比15.1％の増（＋11億4,709万円）となりました。

※文章および表中の数値については端数処理の関係により、合計が一致しない場合があります。

決算 県平均 県市平均
経常収支比率 83.6％ 88.9％ 89.5％
実質公債費比率 5.1％ 5.0％ 4.8％
財政力指数 0.84 0.77 0.85

※財政力指数の県内平均値は、単純平均を掲載しています。

経�常収支比率　財政の弾力性を示し、税収など経常一般財
源に占める、人件費や公債費などの経常的な支出の割合
を表す

実�質公債費比率　資金繰りの１つの指標で、一般財源に対
する市債の返済等に充てた公債費などの割合を表す

財�政力指数　標準的な行政活動を行う財源をどの程度自力で
調達できるかを示す（１を超えるほど財源に余裕がある）

歳入 歳出
国民健康保険特別会計 1,654,413 1,619,471
介護保険特別会計 1,179,993 1,136,357

後期高齢者医療特別会計 194,115 193,705
土地区画整理事業特別会計 27,491 27,065

区分 収入 支出

水道事業会計 収益的収支 418,967 348,379
資本的収支 1,744 164,061

下水道事業会計 収益的収支 446,396 429,833
資本的収支 220,766 323,874

国民健康保険や介護保険などの特定の事業を行う
ため、特定の収入を特定の支出に充てる会計です。 主な財政指標主な財政指標

用語の解説
地方公営企業法の全部または一部適用を受けて
事業を行う公営企業会計です。

　算額の内令和３年度
一般会計・特別会計

歳入歳入決算額決算額
繰越財源額繰越財源額
2億8,362万円2億8,362万円

実質収支額実質収支額
22億919万円22億919万円

607607億億8,1188,118万円万円
582582億億8,8388,838万円万円歳出歳出決算額決算額

一般一般
会計会計

特別特別
会計会計

企業企業
会計会計

（差引額 24億9,280万円）

歳入
607億8,118万円

市税
229億 1,637 万円
（37.7％）

繰越金
14億 618万円
（2.3％）

繰入金
10億 1,460 万円
（1.7％）

諸収入
12億 2,987 万円
（2.0％） その他

15億 1,337 万円
（2.5％）

国庫支出金
134億１,274 万円
（22.1％）

県支出金
36億 4,177 万円
（6.0％）

53億 9,595 万円
（8.9％）

地方交付税
53億 9,595 万円
（8.9％）

64億 1,162 万円
（10.5％）

市債
64億 1,162 万円
（10.5％）

33億 9,242 万円
（5.6％）

地方消費税交付金
33億 9,242 万円
（5.6％）

4億 4,629 万円
（0.7％）

地方譲与税
4億 4,629 万円
（0.7％）

（単位：万円）

（単位：万円）

決

歳出
582億8,838万円

民生費
253億 6,790 万円
（43.5％）

消防費
21億 8,877 万円
（3.8％）

公債費公債費
41億 8,941 万円
（7.2％）

その他
28億 5,826 万円
（4.9％）

教育費
87億 5,575 万円
（15.0％）

土木費
47億 2,744 万円
（8.1％）

50億 5,958 万円
（8.7％）

総務費
50億 5,958 万円
（8.7％）

51億 4,126 万円
（8.8％）

衛生費
51億 4,126 万円
（8.8％）
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